
重 要 事 項 説 明 書（居宅介護支援） 

令和７年４月１日 現在 

 

居宅介護支援のサービス提供の開始にあたり、厚生労働省令第８号第４条に基づいて、当事業所があな

たに説明すべき事項は次のとおりです。 

 

１． 事業者 

事 業 者 の 名 称 社会福祉法人 響 会  

事業者の所在地 山口県下関市豊浦町川棚 １２１３９番地２ 

代 表 者 名 理事長  稲 村  恭 平 

電 話 番 号 （０８３）７７４―３９０１ 

 

２． ご利用の事業所 

事 業 所 の 名 称 ケアプランセンターＳＵＮ 

事業所の所在地 山口県下関市豊浦町吉永 １８１５番地１ 

管 理 者 の 氏 名 松 岡 尚 樹 

電 話 番 号 （０８３）７７４―１６６６ 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 （０８３）７７４―３９１６ 

指定事業所番号 第３５７０１０３２８７号 

 

３． 事業の目的と運営の方針 

事 業 の 目 的 利用者の意思及び人格を尊重したうえで、利用者の状況に応じた適切な居宅介護支

援事業を提供することにより、利用者が可能な限りその居宅において、その有する

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう支援することを、目的としま

す。 

施設運営の方針 ① 利用者の意思及び人格を尊重し、常にご利用者の立場に立ち、居宅介護支援の提

供を、公正・公平に行います。 

② 事業の運営にあたっては、関係市町村、地域の保健・医療・福祉サービス等との

連携を図り、総合的かつ効率的なサービスの提供に努めるものとします。 

 

 

４． 職員の職種・人員・勤務体制 

職 員 の 職 種 人数 勤 務 体 制 勤 務 資    格 

管理者兼主任介護支援専門員 １名 常勤兼務 8:30～17:30 ４週９休 主任介護支援専門員・社会福祉士 

介 護 支 援 専 門 員  
１名

以上 
常勤専従 8:30～17:30 ４週９休 介護支援専門員・介護福祉士等 

 

５． 営業日・営業時間 

営 業 日 毎週月曜日から土曜日まで （年始は除く） 

営 業 時 間 午前８時３０分から午後５時３０分 



 

６． 居宅介護支援事業の概要 

種 類 内         容 

要 介 護 認 定 の 

申  請  代  行 

当該市町村へ要介護認定・要支援認定申請書の申請代行を行います。 

サービス計画の

立 案 作 成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ご利用者が自立した生活を営むことができるよう、その心身の状況・置かれている

環境等をふまえ、常にご利用者の立場に立ち、ご利用者の居宅を訪問し、サービス

計画の立案作成を行います。 

・ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介と位置付

けた理由をご利用者並びにご家族に説明します。 

・前 6 ヶ月間当該居宅支援事業所において作成されたサービス計画の総数のうちに訪問

介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護がそれぞれ位置づけられた居宅

サービス計画の数が占める割合及び前6ヶ月間当該居宅支援事業所において作成された

居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サー

ビス事業者または指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占める割合

について説明を行います。 

① 利用者の居宅に訪問し、利用者及びその家族に訪問し、利用者及びその家族に面

接して解決すべき課題の把握（アセスメント）を実施します。 

② 居宅サービス計画書原案を作成します。 

③ サービス担当者会議を開催します。やむを得ない理由がある場合については、担

当者に対する照会等により意見を求めます。 

④ 居宅サービス計画書の原案の内容について、利用者又はその家族に説明し、利用

者の文章同意を得ます。 

⑤ 居宅サービス計画を利用者と担当者に交付します。（医療サービスの利用を希望

している利用者について、主治の医師等の意見求め、居宅サービス計画を作成し

場合は、主治医等にも交付します。） 

⑥ 居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業所から個別サービス計画の提

出を求めます。 

⑦ 少なくとも１回、利用者の居宅に訪問し、利用者に面接して、ケアプランの実施

状況の把握（モニタリング）を行い、その結果を記録します。 

⑧ 厚生労働大臣が定める回数以上の訪問介護（生活援助中心型）を位置付けて場合、

その利用の妥当性を検討し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由を記

載し、当該計画を市に届け出ます。 

⑨ 指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けたときその他必

要と認めるときには、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生

活状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若

しくは歯科医師又は薬剤師に提供します。 

情 報 提 供 介護保険のサービス・事業者・施設等の情報に限らず、各種の保健・医療・福祉サ

ービスの情報を提供します。 

連 絡 調 整 関係市町村、関係保険事業者、施設、地域の保健・医療・福祉サービス等との連携

に努めます。 

 



 

７． 利用料 

要介護認定の申請代行 無 料 

居宅介護支援に関する業務 厚生労働大臣の定める基準額による。（別紙、利用料金表参照） 

＊居宅介護支援費は、介護保険適用の場合、直接当事業所に給付されますので、ご利用者

の負担はありません。 

介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が支払われない場合があり

ます。その場合は、一旦要介護状態に応じた料金を頂き、指定居宅介護支援証明書を発行

いたします。指定居宅介護支援証明書を後日下関市介護保険課の窓口に提出しますと差額

の払い戻しを受け取る事ができます。 

情 報 提 供 無 料 

 

８． 通常の事業の実施地域 

実 施 地 域 下関市豊浦町の区域 

 

９． 秘密保持 

秘 密 保 持 ① 正当な理由がない限り、知り得た利用者及び、その家族の秘密は漏らしません。 

② サービスを利用になる際、計画書等を作成のために必要な、ご利用者及び、その

ご家族の個人情報を、サービス担当者会議等において、担当介護支援専門員の判

断により、責任をもって提供します。 

③ 担当介護支援専門員が把握した利用者の状態等について、必要に応じて各事業所

に情報提供を行います。 

 

１０．個人情報に関する事項 

個 人 情 報 の 

取 り 扱 い 

 

当事業所が第三者に対して、下記の個人情報を必要な範囲で提供するにあたっては、

関係者以外の者に漏れることのないよう細心の注意を払います。 

① 提供する第三者 

市町村関係各課、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、居宅介護事業者、

居宅サービス事業者、介護保険施設、主治医、その他介護保険及び高齢者保健福祉

サービスに関わる関係者 

② 利用する者の利用目的 

利用者基本情報の把握、居宅サービス計画書作成、サービス担当者会議、関係者間

での連絡調整、その他本人の状況に応じた適切な介護保険及び高齢者保健福祉サー

ビス提供の為 

③ 提供する個人情報 

利用者及び家族の個人情報、要介護認定または要支援認定に関わる調査内容、介護

認定審査会による判定結果・意見、主治医意見書、基本チェックリスト、基本健康

診査結果、介護サービス計画書、アセスメント表、モニタリング表等の個人に関わ

る記録 

 

 

 



 

1１.事故発生時の対応 

事 故 発 生 時 

 

① 当事業所は、利用者に対するサービスの提供により、事故が発生した場合は家族、 

市町村、関連事業所などに連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

② 当事業所は、当該事故の状況及び事故に際してとった措置に関して、記録し、その 

原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じます。 

③ 当時事業所は、利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場

合は、損害賠償を速やかに行います。 

（損害賠償）  保険会社：三井住友海上火災保険株式会社 

 

1２．緊急時の連絡対応 

緊急時の連絡先 ① ご家族に連絡します。 

② 主治医の指示を仰ぎます。 

③ 必要があれば、救急搬送の手配をします。 

④ 経緯・結果をご家族に報告します。必要があれば関係機関にも報告します。 

① 入院時には、担当介護支援専門員の氏名を医療入院機関にお伝えください。 

 

1３．苦情等申立て先 

ケアプランセンターＳＵＮ 下関市豊浦町吉永 1815－１       TEL（０８３）７７４―１６６６ 

                 FAX（０８３）７７４－３９１６ 

 ８：３０～１７：３０             管理者  松岡尚樹 

下 関 市 役 所 福 祉 部 

介 護 保 険 課 事 業 者 係 

下関市南部町１番１号  

TEL（０８３）２３１－１３７１ 

FAX（０８３）２３１－２７４３ 

 ８：３０～１７：１５（土・日・祝日・年末年始を除く） 

山 口 県 国 保 連 合 会 

苦 情 相 談 係      

山口市朝田１９８０番７ 国保会館    TEL（０８３）９９５－１０１０ 

                    FAX（０８３）９３４－３６３３ 

 ８：３０～１７：１５（土・日・祝日・年末年始を除く） 

 

１４．衛生管理 

衛 生 管 理 

 

職員は清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備品等の衛生

な管理に必要な措置を講じます。 

① 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会を概ね

６か月に１回以上開催し、その結果を職員に周知徹底します。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延のための指針を整備します。 

③ 職員に対し、感染症の予防及びまん延のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

 

１５．ハラスメント対策 

ハラスメント 

対  策 

 

事業所において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動で会って、業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、職員の就業環境が解されることを防止

するための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

 



 

1６．虐待防止に関する事項  

虐 待 防 止 

 

① 虐待を防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果を職員に周

知徹底します。 

② 事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

③ 職員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

④ 虐待防止のための必要な措置を実施するための担当者を置きます。 

⑤ サービス提供中に虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合、速やかに下関市

の担当窓口に通報します。 

 

１７．業務継続計画に関する事項 

業務継続計画 ① 管理者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を

継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画に従

い必要な措置を講じます。 

② 管理者は、職員に対し業務継続計画について周知を図り、必要な研修及び訓練を定

期的に実施します。 

③ 管理者は、定期的に業務継続計画の検証を行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行います。 

 

１８．職員の質の確保 

職員の質の確保 

 

職員の資質向上のために研修の機会を設けます。 

① 採用時研修 採用後３か月以内 

② 継続研修  年２回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ケアプランセンターSUN 

利 用 料 金 表 

 

１ 居宅介護支援費 

区分 項 目 金 額 

 

 

 基 

本 

（Ⅰ） 

 

 

 

ⅰ 

□要介護１又は要介護２  

□要介護３から要介護５  

*45件未満の部分について算定 

１，０８６単位／月 

１，４１１単位／月 

ⅱ 

□要介護１又は要介護２  

□要介護３から要介護５  

*45件以上60件未満の部分について算定 

５４４単位／月 

７０４単位／月 

ⅲ 

□要介護１又は要介護２  

□要介護３から要介護５  

*60件以上の部分について算定 

３２６単位／月 

４２２単位／月 

 

 

 基 

本 

（Ⅱ） 

 

 

ⅰ 

□要介護１又は要介護２  

□要介護３から要介護５  

*50件未満の部分について算定 

１，０８６単位／月 

１，４１１単位／月 

ⅱ 

□要介護１又は要介護２  

□要介護３から要介護５  

*50件以上60件未満の部分について算定 

５２７単位／月 

６８３単位／月 

ⅲ 

□要介護１又は要介護２  

□要介護３から要介護５  

*60件以上の部分について算定 

３１６単位／月 

４１０単位／月 

 

 

 

  

加 

 

 

 

 

 

 

算 

□特別地域居宅支援加算 

厚生労働省が定める地域について、所定単位数に15％の加算

となります。 

 

□初回加算 

新規に居宅サービス計画を作成する場合 

要介護状態区分が２区分以上変更された場合 

３００単位／月 

□特定事業所加算（Ⅰ） 

□特定事業所加算（Ⅱ） 

□特定事業所加算（Ⅲ） 

□特定事業所加算（Ａ） 

一定条件の下、評価された事業所に対して加算 

（Ⅰ）５１９単位／月 

（Ⅱ）４２１単位／月 

（Ⅲ）３２３単位／月 

（Ａ）１１４単位／月 

□特定事業所医療介護連携加算    １２５単位／月 



 

 

 

 

 

 

 

 加 

 

 

 

 

 算 

 

 

 

□入院時情報連携加算（Ⅰ） 

利用者が入院してから３日以内に当該病院等の職員に対して必要な情

報を提供した 

場合 

□入院時情報連携加算（Ⅱ） 

利用者が４日以上７日以内に当該病院等の職員に対して必要な情報を

提供した場合 

（Ⅰ）２５０単位／月 

 

 

 

（Ⅱ）２００単位／月 

□退院・退所加算（Ⅰ）イ 

□退院・退所加算（Ⅰ）ロ 

□退院・退所加算（Ⅱ）イ 

□退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

□退院・退所加算（Ⅲ） 

退院又は退所した際に援助した場合 

(Ⅰ)イ ４５０単位／回 

(Ⅰ)ロ ６００単位／回 

(Ⅱ)イ ６００単位／回 

(Ⅱ)ロ ７５０単位／回 

(Ⅲ)  ９００単位／回 

□通院時情報連携加算   ５０単位／月 

□緊急時等居宅カンファレンス加算 

当該病院等の求めにより、当該病院等の職員と共に利用者の居宅を訪

問し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調

整を行った場合 

２００単位／回 

□ターミナルケアマネジメント加算 

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上在宅の訪問等を行っ

た場合 

４００単位／月 

 

 

 減 

 

 

 算 

 

□高齢者虐待防止措置未実施減算  ―１％ 

□業務継続計画未策定減算 ―１％ 

□事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一

建物の利用者20人以上に居宅介護支援を行う場合 

×９５％ 

□運営基準減算 

運営基準減算が２月以上継続している場合は算定しな

い 

×５０％ 

□特定事業所集中減算  ―２００単位／月 

 


